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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第79期

中間連結会計期間
第80期

中間連結会計期間
第79期

会計期間
自 2025年１月１日
至 2025年６月30日

自 2026年１月１日
至 2026年６月30日

自 2025年１月１日
至 2025年12月31日

売上高 (千円) 9,913,987 10,537,588 20,473,325

経常利益 (千円) 1,960,973 2,021,707 4,240,006

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(千円) 693,659 1,410,171 2,268,882

中間包括利益又は包括利益 (千円) 505,032 1,704,533 2,526,558

純資産額 (千円) 21,842,862 24,843,460 23,864,387

総資産額 (千円) 29,967,486 31,029,415 30,946,434

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 37.14 76.21 122.08

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 72.9 80.1 77.1

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 2,211,418 2,634,467 3,549,179

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △1,591,825 △1,242,418 △3,031,883

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △2,252,576 △1,186,259 △2,720,189

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 7,762,986 8,060,658 7,538,333
 

(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
 

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の

判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」

についての重要な変更はありません。

 
 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 経営成績の状況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果を背景に、設備投資や個

人消費に持ち直しの動きがみられるなど内需は底堅く推移し、景気は緩やかな回復基調を維持いたしました。一

方、今後の物価動向や米国の通商政策の動向に加え、中東情勢の緊迫化に伴う原油をはじめとするエネルギー価

格の上昇が国内物価を押し上げるなど、その影響が一部にみられました。足元では緊張緩和に向けた動きがみら

れるものの、エネルギー価格は依然として高い水準にあり、今後の物価動向や米国の通商政策の動向、金融資本

市場への影響が見込まれることから、先行き不透明な状況が続いております。

当社グループを取り巻く環境におきましては、PC市場においては堅調に推移したものの、世界的なメモリー不

足や価格高騰等の影響によるPC販売価格の上昇や出荷台数の減少が見込まれるなど、先行きへの懸念が一段と強

まっております。また、自動車市場についても、前年同期の追加関税発動前の駆け込み需要の影響や、車両価格

の上昇や関連費用の負担増等を背景に米国の新車販売台数が減少するなど、予断を許さない状況が続いておりま

す。さらに、中東情勢の緊迫化に伴う原油価格の上昇を受け、当社グループの主要原材料である樹脂や有機溶剤

に加え、燃料等のエネルギー価格が大幅に上昇しております。

このような状況におきまして、当社グループは、グローバル展開の基盤として拡充してきた海外拠点を活用す

るとともに、上位機種のノートパソコン・タブレット向け、車載向けを中心とする光学製品やクリーンエネル

ギー車向けの特殊フィルム製品などの高付加価値製品の販売促進活動や発泡ウレタン工程紙市場における海外顧

客の新規獲得に努めました。また、生産性の向上とコスト競争力の強化に取り組むとともに、将来の成長に向け

た研究開発活動を推進いたしました。

その結果、当社グループの当中間連結会計期間の売上高は10,537百万円（前年同期比6.3％増）、営業利益は

1,898百万円（前年同期比15.5％減）、経常利益は2,021百万円（前年同期比3.1％増）、親会社株主に帰属する中

間純利益は1,410百万円（前年同期比103.3％増）となりました。

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

 
[光学製品事業]

「ノートパソコン・タブレット」分野は、従来型の液晶ディスプレイ向けの光拡散フィルム「オパルス」とハ

イパー液晶（高性能な直下型ミニLED液晶）ディスプレイ向け複合拡散板「オパスキ」が、ノートパソコン向けを

中心に増加しました。

「車載」分野は、「オパルス」の売上が増加したものの、「オパスキ」は減少、「オプラム」はおおむね横ば

いで推移し、全体として増加しました。

「モニター・他」分野は、「オパスキ」がモニター向けを中心に大幅に増加しました。

その結果、売上高は8,654百万円（前年同期比7.2％増）、セグメント利益は3,331百万円（前年同期比8.3％

減）となりました。
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[機能製品事業]

「クリーンエネルギー部材・医療衛生」分野は、クリーンエネルギー車向けの当社特殊フィルム製品が増加し

たものの、医療衛生向けフィルムが減少したことから、全体として減少となりました。

「防錆資材」および「農業資材・他」分野は増加し、「建材」分野は低調に推移しました。「工程紙」分野

は、発泡ウレタン工程紙「A!Prog-UF」の海外の新規顧客への販売開始等により増加しました。引き続き、東南ア

ジアや北米、豪州を中心とする新規顧客に積極的な提案活動を展開しております。

その結果、売上高は1,882百万円（前年同期比2.4％増）、セグメント利益は193百万円（前年同期比73.6％増）

となりました。

 
 

(2) 財政状態の状況

当中間連結会計期間末における資産、負債及び純資産の状況は以下のとおりであります。

 
（資産の部）

資産合計は、受取手形及び売掛金が465百万円、建物及び構築物が385百万円、機械装置及び運搬具（純額）

が303百万円、土地が246百万円、未収消費税等を含む流動資産その他が359百万円それぞれ減少したものの、現

金及び預金が886百万円、有価証券が999百万円それぞれ増加したことなどから、前連結会計年度末に比べ82百

万円増加し、31,029百万円となりました。

 
　（負債の部）

負債合計は営業外電子記録債務が172百万円増加したものの、電子記録債務が595百万円、未払金が223百万

円、長期借入金が387百万円それぞれ減少したことなどから、前連結会計年度末に比べ896百万円減少し、6,185

百万円となりました。

 

　（純資産の部）

純資産合計は、利益剰余金の配当により739百万円減少したものの、親会社株主に帰属する中間純利益の計上

により1,410百万円、為替換算調整勘定が305百万円それぞれ増加したことなどから、前連結会計年度末に比べ

979百万円増加し、24,843百万円となりました。

 
 

(3) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比べ522百万円増加し、8,060百万

円となりました。

 
　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、2,634百万円の収入（前年同期は2,211百万円

の収入）となりました。主な要因としては、仕入債務の減少579百万円、法人税等の支払額406百万円による支

出があった一方で、税金等調整前中間純利益2,016百万円、減価償却費1,034百万円、売上債権の減少額548百万

円があったことによります。
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　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、1,242百万円の支出（前年同期は1,591百万円

の支出）となりました。主な要因としては、有形固定資産の売却による収入477百万円があった一方で、定期預

金の増加356百万円、有価証券の増加999百万円、有形固定資産の取得による支出343百万円があったことにより

ます。

 
　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、1,186百万円の支出（前年同期は2,252百万円

の支出）となりました。主な要因としては、長期借入金の返済による支出409百万円、配当金の支払額728百万

円があったことによります。

 
 

(4) 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当中間連結会計期間において、当社グループの重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定について重

要な変更はありません。

 
 

(5) 経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当中間連結会計期間において、当社グループの経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断する

ための客観的な指標等について重要な変更はありません。

 
 

(6) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループの優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変

更はありません。

 
 

(7) 研究開発活動

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は769百万円であります。なお、当中間連結会計期間に

おいて、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
 

３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 46,000,000

計 46,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 19,285,152 19,285,152
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数は100株であります。

計 19,285,152 19,285,152 － －
 

 
 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 
 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2026年６月30日 － 19,285,152 － 3,889,768 － 3,658,368
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(5) 【大株主の状況】

2026年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

長村　惠弌 大阪府吹田市 7,111,164 38.42

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区赤坂一丁目８番１号 1,499,400 8.10

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番１２号 359,400 1.94

野村信託銀行株式会社（投信
口）

東京都千代田区大手町二丁目２番２号 286,800 1.54

小鶴　友博 福井県福井市 249,100 1.34

中島　由起 奈良県奈良市 200,000 1.08

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一丁目６番１号 193,638 1.04

合同会社宮北キャピタル
大阪市福島区福島一丁目１番１２号－８０
３

180,100 0.97

恵和従業員持株会
東京都中央区日本橋茅場町２丁目１０番５
号

164,000 0.88

ＢＮＹ ＧＣＭ ＣＬＩＥＮＴ Ａ
ＣＣＯＵＮＴ ＪＰＲＤ ＡＣ Ｉ
ＳＧ （ＦＥ－ＡＣ）
（常任代理人：株式会社三菱Ｕ
ＦＪ銀行）

ＰＥＴＥＲＢＯＲＯＵＧＨ ＣＯＵＲＴ １
３３ ＦＬＥＥＴ ＳＴＲＥＥＴ ＬＯＮＤＯ
Ｎ ＥＣ４Ａ ２ＢＢ ＵＮＩＴＥＤ ＫＩＮ
ＧＤＯＭ
（東京都千代田区丸の内一丁目４番５号）

163,650 0.88

計 － 10,407,252 56.23
 

(注)１．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式のうち、648,600株は投資信託、6,800株は年金

信託であります。

２．株式会社日本カストディ銀行（信託口）の所有株式のうち、259,500株は投資信託、13,200株は年金信託であり

ます。

３．野村信託銀行株式会社（投信口）の所有株式のうち、286,800株は投資信託であります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 778,000

 

－ －

完全議決権株式(その他)
普通株式

184,944 －
18,494,400

単元未満株式
普通株式

－ －
12,752

発行済株式総数 19,285,152 － －

総株主の議決権 － 184,944 －
 

 
② 【自己株式等】

2026年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

(自己保有株式)
恵和株式会社

東京都中央区日
本橋茅場町二丁
目10番5号

778,000 － 778,000 4.03

計 － 778,000 － 778,000 4.03
 

(注)１．上記のほかに単元未満株式として自己株式を２株保有しております。

２．2026年３月25日開催の取締役会決議により、譲渡制限付株式報酬として、2026年４月24日付で自己株式11,619

株を処分しております。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1976年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 
２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年１月１日から2026年６月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2025年12月31日)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 7,881,543 8,767,652

  受取手形及び売掛金 5,140,427 4,674,808

  有価証券 1,498,132 2,497,386

  商品及び製品 1,444,953 1,376,036

  原材料及び貯蔵品 645,721 755,346

  その他 1,144,537 784,886

  貸倒引当金 △550 △427

  流動資産合計 17,754,766 18,855,688

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 7,209,337 6,823,995

   機械装置及び運搬具（純額） 3,855,339 3,551,400

   土地 762,270 515,315

   建設仮勘定 72,572 215,777

   その他（純額） 492,014 458,020

   有形固定資産合計 12,391,534 11,564,509

  無形固定資産 313,884 269,760

  投資その他の資産   

   投資有価証券 175,549 189,699

   その他 385,584 229,490

   貸倒引当金 △74,883 △79,732

   投資その他の資産合計 486,250 339,457

  固定資産合計 13,191,668 12,173,726

 資産合計 30,946,434 31,029,415
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2025年12月31日)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 1,225,756 1,350,751

  電子記録債務 869,126 273,576

  1年内返済予定の長期借入金 780,198 758,052

  未払金 990,994 767,929

  未払法人税等 216,301 253,373

  製品保証引当金 109,878 68,100

  営業外電子記録債務 85,073 257,543

  その他 325,652 354,742

  流動負債合計 4,602,981 4,084,068

 固定負債   

  長期借入金 1,290,772 903,413

  退職給付に係る負債 237,256 241,611

  製品保証引当金 750,277 772,343

  資産除去債務 51,916 51,926

  その他 148,842 132,591

  固定負債合計 2,479,065 2,101,886

 負債合計 7,082,047 6,185,955

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,889,768 3,889,768

  資本剰余金 3,658,368 3,658,832

  利益剰余金 16,107,447 16,777,798

  自己株式 △944,435 △930,538

  株主資本合計 22,711,148 23,395,860

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 55,955 64,347

  繰延ヘッジ損益 497 △16,878

  為替換算調整勘定 1,070,566 1,375,613

  退職給付に係る調整累計額 26,219 24,518

  その他の包括利益累計額合計 1,153,238 1,447,600

 純資産合計 23,864,387 24,843,460

負債純資産合計 30,946,434 31,029,415
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年１月１日
　至 2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年１月１日
　至 2026年６月30日)

売上高 9,913,987 10,537,588

売上原価 5,540,599 6,145,728

売上総利益 4,373,388 4,391,859

販売費及び一般管理費 ※１  2,126,340 ※１  2,493,000

営業利益 2,247,048 1,898,859

営業外収益   

 受取利息 8,218 13,398

 受取配当金 1,791 2,212

 助成金収入 5,485 5,241

 売電収入 11,794 12,016

 為替差益 － 95,809

 その他 12,486 6,818

 営業外収益合計 39,776 135,495

営業外費用   

 支払利息 12,655 8,511

 売電費用 3,981 4,128

 支払補償費 1,638 －

 為替差損 299,958 －

 その他 7,616 6

 営業外費用合計 325,850 12,647

経常利益 1,960,973 2,021,707

特別利益   

 固定資産売却益 374 3,015

 特別利益合計 374 3,015

特別損失   

 固定資産売却損 446 1,413

 固定資産除却損 4,904 7,069

 事業撤退損失 ※２,※３  832,173 －

 特別損失合計 837,523 8,483

税金等調整前中間純利益 1,123,823 2,016,240

法人税、住民税及び事業税 315,481 436,954

法人税等調整額 114,682 169,113

法人税等合計 430,164 606,068

中間純利益 693,659 1,410,171

親会社株主に帰属する中間純利益 693,659 1,410,171
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年１月１日
　至 2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年１月１日
　至 2026年６月30日)

中間純利益 693,659 1,410,171

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 325 8,391

 繰延ヘッジ損益 22,829 △17,375

 為替換算調整勘定 △211,050 305,047

 退職給付に係る調整額 △731 △1,701

 その他の包括利益合計 △188,626 294,361

中間包括利益 505,032 1,704,533

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 505,032 1,704,533

 非支配株主に係る中間包括利益 － －
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年１月１日
　至 2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年１月１日
　至 2026年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 1,123,823 2,016,240

 減価償却費 973,716 1,034,132

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △89 △348

 製品保証引当金の増減額（△は減少） △96,197 △19,712

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 1,067 1,898

 為替差損益（△は益） △16,810 △54,059

 受取利息及び受取配当金 △10,010 △15,610

 支払利息 12,655 8,511

 固定資産売却損益（△は益） 72 △1,602

 事業撤退損失 832,173 －

 売上債権の増減額（△は増加） 497,672 548,966

 棚卸資産の増減額（△は増加） △256,958 2,580

 仕入債務の増減額（△は減少） 8,629 △579,183

 未払金の増減額（△は減少） △154,947 △296,326

 その他 228,953 388,734

 小計 3,143,749 3,034,220

 利息及び配当金の受取額 10,075 15,511

 利息の支払額 △12,635 △8,670

 保険金の受取額 7,007 86

 法人税等の支払額 △936,777 △406,681

 営業活動によるキャッシュ・フロー 2,211,418 2,634,467

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の増減額（△は増加） 32,364 △356,067

 有価証券の増減額（△は増加） 766 △999,254

 投資有価証券の取得による支出 △10,239 △1,895

 無形固定資産の取得による支出 △16,375 △19,258

 有形固定資産の売却による収入 13,674 477,712

 有形固定資産の取得による支出 △1,612,015 △343,654

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,591,825 △1,242,418

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入金の返済による支出 △590,404 △409,505

 自己株式の取得による支出 △957,749 －

 配当金の支払額 △673,697 △728,842

 その他 △30,726 △47,912

 財務活動によるキャッシュ・フロー △2,252,576 △1,186,259

現金及び現金同等物に係る換算差額 △244,503 316,535

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,877,487 522,324

現金及び現金同等物の期首残高 9,640,473 7,538,333

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１  7,762,986 ※１  8,060,658
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【注記事項】

(会計方針の変更)

該当事項はありません。

 
(中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。

 
 

(中間連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

   

 
前中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年１月１日
至　2026年６月30日）

給与手当及び賞与 396,226千円 417,786千円

退職給付費用 12,861千円 12,482千円

製品保証引当金繰入額 △96,197千円 9,426千円

貸倒引当金繰入額 △89千円 △350千円

研究開発費 686,300千円 769,489千円
 

 
 
※２　減損損失

前中間連結会計期間(自　2025年１月１日　至　2025年６月30日)

場所 用途 種類
減損損失
（千円）

淡路ベース（兵庫県）
滋賀アドバンストテクノセンター（滋賀県）

研究設備
機械装置及び運搬具
有形固定資産その他

5,527

 

当社グループは、原則として、事業用資産については事業部を基準としてグルーピングを行っており、遊休

資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。

当中間連結会計期間において、事業の撤退により他への転用が困難となった「KYŌZIN Re-Roof®」の研究設備

について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、帳簿価額との差額を減損損失として特別損失に5,527千円計上

しております。その内訳は、機械装置及び運搬具5,151千円、その他（工具、器具及び備品）375千円でありま

す。当該減損損失については事業撤退損失として表示しております。

なお、回収可能価額は実質的な価値がないと判断し、備忘価額としております。

 
当中間連結会計期間(自　2026年１月１日　至　2026年６月30日)

該当事項はありません。
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※３　事業撤退損失

前中間連結会計期間(自　2025年１月１日　至　2025年６月30日)

当社は、事業再構築を進めていた地球の絆創膏事業における事業撤退のための費用を計上しております。そ

の内訳は、製品保証引当金繰入額792,041千円等です。

 
当中間連結会計期間(自　2026年１月１日　至　2026年６月30日)

該当事項はありません。

 
(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間
（自 2025年１月１日
至 2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年１月１日
至 2026年６月30日）

現金及び預金 8,018,321千円 8,767,652千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △255,335千円 △706,993千円

現金及び現金同等物 7,762,986千円 8,060,658千円
 

 
 
(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自 2025年１月１日　至 2025年６月30日)

１. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年３月25日
定時株主総会

普通株式 674,930 35.00 2024年12月31日 2025年３月26日 利益剰余金
 

（注）2024年12月期期末配当35.00円には、創立記念配当10.00円が含まれております。

 
２. 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるも

の

該当事項はありません。

 
３．株主資本の著しい変動

当社は、2025年２月14日開催の取締役会決議に基づき、当中間会計期間において、自己株式800,000株の取得を

行い、自己株式が957,749千円増加しました。また、2025年３月25日開催の取締役会決議により、譲渡制限付株式

報酬として、2025年４月24日付で自己株式11,803株を処分したことにより、自己株式が13,006千円減少しまし

た。この結果、当中間連結会計期間末において自己株式が945,545千円となっております。
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当中間連結会計期間(自 2026年１月１日　至 2026年６月30日)

１. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年３月25日
定時株主総会

普通株式 739,821 40.00 2025年12月31日 2026年３月26日 利益剰余金
 

 
２. 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるも

の

該当事項はありません。

 
３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間(自 2025年１月１日 至 2025年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額
　(注１）

中間連結
損益計算書
計上額
(注２）

光学製品事業 機能製品事業 計

売上高      

　外部顧客への売上高 8,074,829 1,839,157 9,913,987 － 9,913,987

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

－ － － － －

計 8,074,829 1,839,157 9,913,987 － 9,913,987

セグメント利益 3,634,848 111,204 3,746,053 △1,499,004 2,247,048
 

(注) １．セグメント利益の「調整額」の区分は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費が含

まれています。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しています。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 
Ⅱ　当中間連結会計期間(自 2026年１月１日 至 2026年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額
　(注１）

中間連結
損益計算書
計上額
(注２）

光学製品事業 機能製品事業 計

売上高      

　外部顧客への売上高 8,654,894 1,882,694 10,537,588 － 10,537,588

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

－ － － － －

計 8,654,894 1,882,694 10,537,588 － 10,537,588

セグメント利益 3,331,733 193,092 3,524,826 △1,625,967 1,898,859
 

(注) １．セグメント利益の「調整額」の区分は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費が含

まれています。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しています。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
　　至　2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年１月１日
至　2026年６月30日）

光学製品事業   

ノートパソコン・タブレット         6,227,050 6,390,304

車載 1,600,130 1,696,625

モニター・他          247,649 567,963

小計 8,074,829 8,654,894

機能製品事業   
クリーンエネルギー部材・医療衛生                 374,179 358,473

工程紙              227,251 252,225

建材 359,740 302,134

防錆資材 736,122 798,856

農業資材・他                 141,863 171,005

小計 1,839,157 1,882,694

中間連結損益計算書計上額 9,913,987 10,537,588
 

(注)１．従来より、光学製品事業の顧客との契約から生じる収益を分解した情報については「ノートパソコン・タ

ブレット」、「スマートフォン」及び「モニター・他、高機能フィルム」に区分しておりましたが、光学

製品事業における管理区分の見直し及び量的、質的重要性により、「ノートパソコン・タブレット」、

「車載」及び「モニター・他」に変更しております。なお、前中間連結会計期間については、変更後の区

分方法により作成したものを記載しております。

２．従来より、機能製品事業の顧客との契約から生じる収益を分解した情報については「包装資材」、「工程

紙・建材」、「クリーンエネルギー資材」及び「農業資材・他」に区分しておりましたが、機能製品事業

における管理区分の見直し及び量的、質的重要性により、「クリーンエネルギー部材・医療衛生」、「工

程紙」、「建材」、「防錆資材」及び「農業資材・他」に変更しております。なお、前中間連結会計期間

については、変更後の区分方法により作成したものを記載しております。

 
(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自 2025年１月１日
至 2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年１月１日
至 2026年６月30日)

１株当たり中間純利益 37円14銭 76円21銭

(算定上の基礎)   

　親会社株主に帰属する中間純利益(千円) 693,659 1,410,171

　普通株主に帰属しない金額(千円) － －

　普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益
　(千円)

693,659 1,410,171

　普通株式の期中平均株式数(株) 18,674,547 18,501,341
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【その他】

(自己株式の取得および消却)

当社は、2026年８月14日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第

156条の規定に基づき自己株式を取得すること、及び会社法第178条の規定に基づき自己株式の消却を行うことについ

て決議いたしました。

 
１．自己株式の取得及び消却を行う理由

株式市場からの評価、足元の株価水準等を踏まえ、株主還元及び資本効率の向上を目的として、自己株式の取得

及び消却するものであります。

 
２．自己株式の取得の内容

(1) 取得する株式の種類

当社普通株式

(2) 取得し得る株式の総数

650,000株(上限)(発行済株式総数(自己株式を除く)に対する割合3.51％)

(3) 株式の取得価額の総額

1,000百万円(上限）

(4) 取得期間

2026年８月17日～2026年12月30日

(5) 取得方法

東京証券取引所における市場買付

 
３．自己株式の消却の内容

(1) 消却する株式の種類

当社普通株式

(2) 消却する株式の総数

上記２．により取得した自己株式の全数(償却前の発行済株式総数に対する割合3.37％)

(3) 消却予定日

上記２．の自己株式の取得が完了した日が含まれる四半期の末日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

 

2026年８月12日

 

恵和株式会社

　取締役会　御中
 

 

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ

　　　　　　　大 阪 事 務 所
 

 指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 藤 　川 　　　賢  

 指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 片  岡　 洋  貴  

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている恵和株式会社の

2026年1月1日から2026年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年1月1日から2026年6月30日まで）に係

る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、恵和株式会社及び連結子会社の2026年6月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レ

ビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論

付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結

財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない

場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、

期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続

できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

ていないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認

められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 (注)１．上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告
書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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